
都市開発諸制度の概要について

・ 都市開発諸制度は、 公開空地の整備などの公共的な貢献を行う 良好な

建築計画に対し 、 容積率を緩和する制度（ 右図4 制度の総称）

・ 制度の活用の共通ルールと し て、 平成1 5 年に「 新し い都市づく り の

ための都市開発諸制度活用方針」 を策定

・ 活用方針において、 適用エリ ア、 容積緩和の上限や育成用途の指定等

の方針を示し 、 政策誘導型の都市づく り を推進

新し い都市づく り のための
都市開発諸制度活用方針

再開発等促進区を
定める 地区計画

特定街区

都市開発諸制度

高度利用地区

総合設計

■容積緩和の評価対象

・ 公開空地 … 市街地環境の向上

・ 住 宅 … 質の高い住環境の形成

・ 宿泊施設 … イ ンバウンド 増大への対応

・ 公益施設 … 地域社会への貢献
（ 子育て支援施設、 高齢者福祉施設、 災害時の一時滞在施設 等）

・ 域外貢献 … 無電柱化、 駅まち一体開発、 水辺と の一体整備、 みどり の保全・ 創出、

木造住宅密集地域の解消、 水害に対応し た高台まちづく り

など

■育成用途

地域の個性や魅力を発揮する機能を誘導するため、 一定割合以上の育成用途※の導入を義務付け

※育成用途の例 ・ 文化・ 交流施設（ 会議場、 ホテル、 美術館 等） ・ 商業施設（ 百貨店、 飲食店 等）

・ 生活支援施設（ 保育所、 高齢者福祉施設 等） ・ 産業支援施設（ イ ンキュ ベート 施設 等）

など
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■都市開発諸制度の適用エリ ア（ 拠点位置図） ■割増容積率の限度及び育成用途の割合

都市開発諸制度の概要について
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＜居住＞

■量的拡大から 質の向上へ（ 住宅供給促進型）

質の高い住宅等の整備や良好な住環境の向上に資する開発区域外の都市基盤の整備等を行う 場合、 容積

率を割増

【 質の高い住宅】 サービスアパート メ ント 、 サービス付き 高齢者向け住宅等、 子育て支援住宅、 長期優良住宅、 賃貸住宅

■老朽マンショ ンの建替え促進（ 高経年マンショ ン建替え型）

一定の条件を満たす老朽マンショ ンの建替えについて、 容積率を割増

都市開発諸制度の概要について

対象と なるマンショ ン建替え

再開発等促進区

高度利用地区

マンショ ン再生まちづく り 制度に基づき、 区市町村の認定を受けた

マンショ ン再生に係る計画により 建替えを行う 場合 など

総合設計 上記のほか、 築３ ０ 年以上経過し たマンショ ンの建替え計画によるも の
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※上記のほか、 受皿住宅（ 木密整備、 高台まちづく り に伴い住民が移転する際の受け皿と なる住宅） や住み替え用住宅（ 立地適正化

計画おける居住誘導区域外から 住民が移転する際の住み替え用住宅） の整備に応じ て、 容積率を割増



（ 開発区域内）

・ 公開空地等の緑化率に応じ て、 割増容積率を増減

・ 緑のネッ ト ワーク の形成を促進するため、 緑の基本計画における緑の軸等に接する区部の拠点地区を

緑化推進エリ アに追加

＜みどり の保全・ 創出＞

（ 開発区域外）

民間開発を効果的に誘導するため、 開発区域外におけるみどり の保全・ 創出に資する取組を

公共的な貢献と し て評価し 、 容積率を割増

（ 公共的な貢献と し て評価の対象と する地域）

緑確保の総合的な方針に基づく 緑の系統のエリ ア

緑の基本計画に位置付けら れたみどり など

（ 公共的な貢献の事例）

公園や緑地の整備、 崖線の保全 など

都市開発諸制度の概要について

令和2年12月改定

緑化基準値※未満の場合 緑化基準値を超える場合

緑化推進エリ ア -5% を 下限と し て減 + ７ % を 上限と し て増

緑化推進エリ ア以外 -5% を 下限と し て減 + ５ % を 上限と し て増

※緑化基準値 ： 再開発等促進区を 定める 地区計画 40%

特定街区、 高度利用地区、 総合設計 35%

令和2年12月改定

【 緑化推進エリ ア】

【 公共的な貢献と し て評価の対象と する地域】 4



＜防災都市づく り ＞

■大規模災害時における 建築物の自立性の確保

大規模災害時に従業員等が開発建築物内に滞在でき るよう 、 所定の基準を満たし た防災備蓄倉庫及

び自家発電設備の整備等を義務付け

■帰宅困難者のための一時滞在施設の整備促進

基準に適合する一時滞在施設の整備を公共的な貢献と し て評価し 、 容積率を割増

■無電柱化の促進

（ 開発区域内） 開発区域内の道路の無電柱化を義務付け

（ 開発区域外） 道路の無電柱化を公共的な貢献と し て評価し 、 容積率を割増

公開空地

開発区域外
無電柱化延⻑ に応じ て容積率を割増

開発区域内
無電柱化を義務付け

無電柱化の対象
と する路線

無電柱化済み 無電柱化が未了

+ ２ ０ ０ ％
（ 最大）

無電柱化済み

公開空地への
地上機器の設置

民間による開発区域

都市開発諸制度の概要について
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■木造住宅密集地域の解消に資する取組の促進

・ 整備地域等において都市開発諸制度を活用し 、 開発区域内でのオープンスペースの創出や帰宅困難者

の一時滞在施設の整備等を促進

・ 民間開発を効果的に誘導するため、 開発区域外における取組についても 公共的な貢献と し て評価し 、

容積率を割増

（ 公共的な貢献と し て評価の対象と する地域）

防災都市づく り 推進計画における
重点整備地域、 整備地域及び木造住宅密集地域

（ 公共的な貢献の事例）

ポケッ ト パーク や防災生活道路の整備 など

■水害に対応し た高台まちづく り の促進

大規模水害時に東部低地帯において、 命の安全を確保するため、 開発区域内外における高台まちづく
り に資する取組を公共的な貢献と し て評価し 、 容積率を割増

（ 公共的な貢献と し て評価の対象と する地域）

江戸川、 荒川、 墨田川及び新河岸川に挟まれた地域

（ 公共的な貢献の事例）

水害時の一時避難施設や避難に資するデッ キ、
高台公園の整備 など

＜防災都市づく り ＞

都市開発諸制度の概要について

令和2年12月改定

令和2年12月改定

【 公共的な貢献と し て評価の対象と する地域】

【 公共的な貢献と し て評価の対象と する地域】
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